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研究成果の概要（和文）：本研究では、防災の意味を共同構築するための防災教育のあり方について、理論的研
究と実践的研究を行い検討した。理論的研究では、防災対策のいずれの側面においても防災の意味を共同構築す
る「防災の学び」が必要とされていることが明らかとなった。そして、防災の学びのためには、教える／教えら
れるという関係の相互交換のみならず、その超越が重要である。理論的な研究に加えて、複数のフィールドにお
いて、実際に「防災の学び」を提供するための防災教育実践を実施し、理論に基づいた防災教育が実現可能であ
ることを示した。

研究成果の概要（英文）：This research theoretically and practically explored the ways of realising 
disaster education that enables co-constructing the meaning of disaster risk reduction among 
stakeholders. From the theoretical research, it was revealed that disaster management under any 
condition needs 'learning about disasters' which co-constructs the meaning of disaster risk 
reduction. In addition, it can be said that learning about disasters requires not only the mutual 
exchange of those who teach and those who are taught but also transcending this dichotomous 
relationship. Several education practices that provide 'learning about disasters' as disaster 
education has also been implemented in Japan, and the feasibility of this type of disaster education
 has been proved.

研究分野： 防災学習論
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究では、正解が存在しない問題にも向き合い、各共同体内で協力して、どのように対処するのかということ
を考えることを「防災の学び」と定義し、そうした「防災の学び」を提供する防災教育実践を実施した。結果、
「防災の学び」によって、一般市民であっても防災の知恵を生み出すことが可能であることが明らかとなった。
「防災の学び」を実現することで、一般市民であっても真の防災を専門家とともに担うことができるといえ、そ
れは、防災分野における市民参加を実現する一つの手段となり得ると考えられる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 
「防災教育」の重要性については、国の内外を問わず、その理解が広まっており、例えば、2015

年の国連防災世界会議で採択された「仙台防災枠組」においても、教育の重要性が指摘されてい
る。一方で防災教育研究の歴史は短く、防災先進国と言われる日本においても、本格的な開始は
1995 年の阪神・淡路大震災以降である。これまでの防災教育研究では、いかにして専門家から
知識・技術を非専門家である一般市民に伝達するのかという点に主眼が置かれ、カリキュラムや
教材、教育手法の開発に関する研究が多数行われてきた。もちろん 2004 年のインド洋大津波災
害の被害拡大原因が防災に関する基礎的な知識の欠如であったことからも、こうした知識・技術
伝達型の防災教育が重要であることは論を俟たない。しかしながら、知識・技術を獲得すれば、
それが直ちに防災行動に結びつく保証はなく、事実、日本においては、災害時の低避難率の問題
や家具固定の実施率の低さなどにも現れているように、知識が行動に結びついていないことを
示す事例の方が多い。こうした問題の抜本的な解決をはかり、防災教育を真に有意義な取り組み
とするためには、「防災」と「教育」の両側面から、それぞれの分野の蓄積を生かしながら根本
から防災教育について検討することが不可欠である。 
 
 

２．研究の目的 
 
以上の背景を踏まえ、本研究では、防災教育の定義を防災に関する「正しい答えがある知識を

教えていくこと」[1]から拡大する。具体的には、「正解が存在しない問題にも向き合い、各共同
体内で協力して、どのように対処するのかということを考えること」を「防災の学び」と定義し、
そうした「防災の学び」を可能とする取り組みをも防災教育と定義し、そうした防災教育の実現
に向けた研究を実施する。 
本研究は、理論的研究と実践的研究から構成される。まず、理論的研究では、社会構成主義学

習観を基盤とする教育方法に関する詳細な調査を行い、「防災の学び」を実現するための条件を
理論的に検討することを目的とする。 
実践的研究では、理論的研究の成果を基盤として、対象と環境が異なる複数のフィールドにお

いて、「防災の学び」の提供を試みる教育実践を行い、社会構成主義の防災の学びが生起する条
件を明らかにし、基本的な教育モデルを構築することを目的とする。さらに、こうした社会構成
主義に基づく「防災の学び」を経済的な理由で科学的な防災対策の推進が困難な発展途上国に持
ち込むことで、途上国に対する防災教育支援の問題を解決できる可能性についても検討する。 
 
 

３．研究の方法 
 
理論的研究では、社会構成主義学習観に基づいたさまざまな学びの場に関する文献レビュー

等を行う。それらは、まちづくりや芸術、看護・ケア等、多様な領域に及んでいる。また、こう
した取り組みはわが国に限ったことではないので、国内外での取り組みについても文献レビュ
ー等を行う。 
実践的研究では、「防災の学び」に関する理論的な枠組みに従った実践を行う。具体的には、

大阪府内を中心とした複数のフィールドで、小学生や中学生、地域住民など、異なる対象に学習
プログラムを提供する。さまざまな人や地域を対象とすることで、教育対象や社会環境の違いに
よる影響を考慮できるためである。また、これらの各フィールドで課題となる災害は、地震や豪
雨のような共通のものから、津波のような沿岸部に特有のものなどさまざまであり、自然環境の
違いによる影響についても考慮できるようになっている。 
 また、発展途上国の一つであるネパール国をフィールドとして同様の防災学習プログラム

を提供する。ネパール国では、2015 年ゴルカ地震によって甚大な被害を受けたが、経済的に貧
しいため、科学的な方法による防災対策を実施することが、とりわけ地方部において困難な状況
にある。こうした地域において、社会構成主義学習観に立つ「防災の学び」を実現する教育実践
を行うことで、科学的な知識・技術を伝えるのみでなく、ネパールの日常生活の中にある防災力
を保持、促進することをも目指す。 
 
 

４．研究成果 
 
理論的研究の成果として、「防災教育の 4分類」を挙げることができる。本研究期間中に発生

した 2018 年大阪府北部地震を契機として、まず「防災対策」について分類し、その上で「防災
教育」を分類した。この分類によって、各防災教育実践が、いかなる「防災の学び」を実現する
ための取り組みなのかを明確化することができると考えられる。 
大阪府北部地震は、新たな課題を探すことが難しい災害と言われている[2]。これは、防災科

学の分野で指摘されていなかったような新たな課題が見いだされなかったためである。大阪府
北部地震は通勤時間帯に発生し、例えば、移動が困難になった人々が大量に発生したが、こうし



た問題が発生する可能性は、大阪北部地震の以前から指摘されていた。他方、2011 年の東日本
大震災では、想定外という言葉に代表されるように、防災科学をもってしても知ることができて
いない領域が存在するということが明らかとなった。これらの 2 つの災害を比較することによ
り、防災対策の必要性の有無が判明しているかどうかという条件を考慮した上で、防災対策が実
施できているかどうかという状況を解釈する必要があることがわかった。この点を整理したの
が、図 1 である。 
 

 
図 1 防災対策の 4分類[3] 

 
図 1では、防災対策について、その必要性が（防災科学の観点で）判明しているか否かと、そ

の対策が実施できているか否かの二軸で防災対策を分類している。その結果、2018 年の大阪府
北部地震は、主として、図 1右上の必要性は「既知」で、対策が「未実施」の災害として分類で
き、2011 年の東日本大震災は、主として、図 1右下の必要性は「未知」で、対策も「未実施」の
災害として分類することができる。ここで、「主として」と分類に限定を付したのは、ある特定
の災害が、これらのいずれかの分類の 1つだけに当てはまることはなく、実際には、いずれにも
あてはまると解釈する方が現実的であるためである。例えば、2011 年東日本大震災であっても、
全ての事象が「未知・未実施」の想定外ではなく、実際には、必要性は「既知」で対策も「実施
済」であった状況もある。しかし、災害後は、甚大な被害の方に注目が集まったために、それら
の対策の成果が埋没してしまったと理解できる。 
以上に示したように、この防災対策の分類によって、災害には多様な側面があることを改めて

確認することができる。そして、この防災対策の分類を防災教育に当てはめることで、求められ
る防災教育を整理することができた。 
図 1右上の「既知・未実施」の対策に資する防災教育は、科学的な防災対策を推進する手段と

なる必要がある。必要性、すなわち正解とみなすことができる知識や技術がある程度、明らかと
なっていることから、こうした防災対策を推進するための原動力となることが防災教育にもと
められる。図 1右下の「未知・未実施」の対策に資する防災教育では、現状では、必要な対策が
わからないために、必要な対策を発見しうる防災教育でなくてはならない。図 1左下の「未知・
実施済」の防災対策とは、科学のレンズを通した時に、防災対策として理解されていない対策で
ある。こうした対策に対しては、言語化し、表出化することでその取り組みが消滅しないように
する防災教育が求められている。 
ここで重要なことは、上記の 3つの防災教育は、いずれも社会構成主義学習観に基づいた「防

災の学び」を必要とする取り組みであるということである。「既知・未実施」の状況では、一般
市民が防災の主役となり得ていないために、防災の学びに対する関心を失っており、一般市民が
主役となり得る防災教育が求められている。「未知・実施済」の状況では、専門家が一般市民か
ら学ぶことが求められている。現状では、科学的な対策とはなっていない対策を発見し、それを
言語化することで、科学の言説空間を拡げるような防災教育が求められている。「未知・未実施」
の状況は、原理的に対応不能な領域である。しかし、実際に災害が発生したときに、ある状況を
対応不能であったと納得するためには、「既知・未実施」の防災と「未知・実施済」の防災を十
分に実施し尽くしておく必要がある。「未知・未実施」の問題は、永遠に解決できない問題では
あるが、専門家と一般市民が真に協働する関係を結ぶこと、すなわち「防災の学び」を実現する
ことで解消される。 
さらに、これらの社会構成主義学習観に基づく「防災の学び」においては、教える／教えられ

るという二分された関係の超越が重要であることがわかった。教える人が教えられる人になり、
教えられる人が教える人になるというだけではなく、両者の協働実践を包括的に捉える視点が
必要である。 
以上に加え、2017 年度に、日本の防災対策の特徴をより深く検討するため、英国放送協会よ

り、科学技術を中心に日英交流史の研究も行っているジャーナリストを招いて、研究会を開催し
た。研究会では、科学コミュニケーションの日英比較に関する話題提供をいただき、参加者全員
で主に防災の学びの観点から意見交換を行った。西欧の防災に関する理論や手法に学ぶだけで
はなく、日本流の防災対策を発信することの必要性が改めて確認された。 
 
実践的研究では、上述の理論的研究を基盤に複数の防災教育実践を実施した。「既知・未実施」

を改善するための実践は、毎年度実施した。2016 年度は、泉大津市内の小学校において、生徒
らが学校での避難訓練を観察、評価し、その取り組みを通じて、学校の防災対策に対する提言を
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とりまとめる実践を行った。また、大阪市内の防災学習施設において、一般住民がミニ FM ラジ
オに出演する機会を提供することで、防災対策を他者に紹介するということによって、防災対策
を促進するための実践も行った。2017 年度は、泉大津市内の小学校において、地域に存在する
地震防災・津波防災の知恵に関する取材を行い、それを新聞としてまとめ、1万部印刷し、地域
に配布した。さらに、その新聞に関するフィードバックを地域住民から受け、再び、新聞を作成・
配布することで、地震防災・津波防災の知恵の発見と共有が地域内で促進されることを目指す実
践を実施した。2018 年度には、泉大津市内の小学校において児童らが災害時の外国人支援をテ
ーマにフィードワークを行い、そこで発見した課題を解決するための「二カ国語防災ポスター」
と「防災に関する英語表現集」の作成を行った。これらのポスターや表現集は、実際に市役所や
病院、鉄道駅などに配布した。また、高槻市の中学校をフィールドに、大阪府北部地震を経験し
た 1 年生が未来に残したい災害の教訓を防災ゲーミングの形式で整理、記録する取り組みを行
った。実際に地域住民や地域の小学生とともにゲーミングを実施し、中学生が重要と考える災害
の教訓を共有することを試みた。 
他方、「未知・実施済」を表出化するための実践としては、2016 年度に泉大津市において、市

民を対象に日常生活を相対視するためのワークショップを実施した。留学生の視点を借りて日
本の生活を眺めることで日常生活を相対視することが可能となり、結果、日常生活において無意
識的に実施している防災の知恵を発見することができた。それらには、例えば、財布（現金）を
持ち歩くことが含まれていたが、これは、2018 年 9 月の北海道胆振東部地震の際に図らずもそ
の有効性が確認された。また、2018 年度には、和歌山県印南町において、住民を対象とした津
波防災ワークショップを実施し、避難訓練の際に実施するアンケート内容について、住民らが議
論を行った。これまでは、役場と研究者らが項目を決めたアンケートを実施していた。しかし、
アンケート項目を住民らが決めることで、その項目を通じて住民らの考える防災対策を知るこ
とができた。 
以上、複数の実践を実施することによって、「防災の学び」の機会を提供する防災教育の実現

可能性が確認された。 
また、「未知・実施済」を表出化する取り組みについては、発展途上国であるネパール国にお

いても実施する予定であった。その可能性を探るため、2016 年度と 2017 年度にゴルカ地震の被
災地において復旧・復興に関するインタビュー調査を実施した。このインタビュー調査から、ゴ
ルカ地震の被災地では、住民らが自らの力を頼りに災害を乗り越えようとしていることが明ら
かとなり、「未知・実施済」の防災対策が潜在していると思われた。そこで、2019 年度に、「未
知・実施済」の取り組みを発見するための防災教育実践を 3月に実施する予定で準備を進めてい
たが、新型コロナウィルスの国際的な感染拡大に伴い、海外渡航が不可能となったため、実施す
ることができなかった。この実践については、今後、別の予算を確保するなどして、実施したい
と考えている。 
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